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2006年に耐震改修促進法が改正され，行政において，住宅の耐震診断・耐震改修の促進が図られている．
しかし，密集市街地では，耐震補強の方法や費用の面，建築基準法の接道規定により建替えや改築が困難

な場合がある．そこで，本研究では，建築事業者を対象としたアンケート調査により，確保すべき耐震性

能の程度に関する認識及び耐震化が促進される可能性のある低廉で簡易な耐震補強方法に関する賛否を確

認するとともに，住民を対象としたアンケート調査により，セットバックに関する方策を提案し，賛否を

確認した．その結果，建築事業者は行政よりも安全側の考えであることが判明した．また，住民の耐震化

意向には，接道の狭あい状況やセットバックの程度はほとんど影響しないことが判明した． 
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１．はじめに 
 
(1) 研究の背景 

1995 年 1 月 17 日に発生した阪神・淡路大震災では，

地震による直接的な死者が5,502人，この約90％が建築

物の倒壊や家具の転倒によるものであった１）．その多

くは 1981 年に改正された建築基準法による耐震基準以

前に建築された住宅・建築物による被害であった２）． 

1995年に「耐震改修促進法」が制定された後も，2004

年 10 月の新潟県中越地震など大きな被害が発生した地

震が頻発しているが，建築物の耐震化が進まない状況か

ら，国土交通省の住宅・建築物の地震防災推進会議にお

いて，2005 年 6 月に「住宅および特定建築物について

現状 75％の耐震化率を10年後に 90％とする」と提言さ

れた３）． 

2006 年には耐震改修促進法が改正され，地方自治体

における耐震改修促進計画の策定による計画的な耐震化

の推進，建築物の所有者等に対する指導等の強化，支援

制度の充実といったことが盛り込まれるとともに，国土

交通省において耐震化率を 2015 年までに 90％とするた

めの基本方針が示された４）． 

以上を踏まえて，地方自治体では，市町村内の住宅・

建築物について耐震診断・耐震改修を計画的・総合的に

促進するため，耐震改修促進計画が順次策定され，耐震

診断，耐震改修に関する補助制度も実施されている５）． 

住宅耐震化の状況を表-1 に示す．2005 年の国土交通

省の会議で提言された耐震化率 75％の数字は，表-1 に

示す 2003 年の国土交通省の推計値が根拠となっている．

この推計値が示された当時の耐震化のペースとしては，

2015 年までに耐震化率 90％というのは難しいものの，

2010 年時点で 80％を超えるペースであったと推察され

る６）． 

 

表-1 住宅戸数６） 

 住宅総戸数 うち戸建木造 

全数 約4,700万戸 約2,450万戸 

うち耐震性が不十分 約1,150万戸 

（約25％） 

約1,000万戸 

（約40％） 

※国土交通省2003年推計値．共同住宅含む． 

※耐震性が不十分な住宅は，1998 年の約 1,400 万戸に比べ 250

万戸減．うち耐震改修によるもの約32万戸と推計． 

 

表-2 住宅・土地統計調査７）～９） 

調査年 住宅総数 

1980年以前の建築 

戸数 
前回調査との比

較 

1998年 約4,390万戸 約2,120万戸 － 

2003年 約4,690万戸 約1,760万戸 約360万戸減 

2008年 約4,960万戸 約1,590万戸 約170万戸減 



 

2 

 

しかし，表-2 に示す総務省が実施した「住宅・土地

統計調査」７）～９）によれば，2003 年から 2008 年の５年

間は，2003 年以前の５年間よりも，1980 年以前に建築

された住宅の減少が鈍化していることがうかがえる． 

このまま推移すれば，新築物件数の増加により，見か

け上，耐震化率は上昇するが，1981 年の新耐震基準を

満たさない住宅が，長期にわたり，多数，残ってしまう

恐れがあると考えられる． 

例えば，金沢市へのヒアリングによると，木造住宅の

耐震診断・設計・改修工事の件数は，補助制度を拡充し

た 2008 年度以降において 120 件程度であるが，これに

対し，2005 年度，2006 年度に実施された金沢市地震被

害想定調査において，内陸活断層である森本・富樫断層

帯の地震により，木造建物の被害については，大破

14,801 棟，中破 10,821 棟，計 25,622 棟と想定されてお

り，行政施策だけでは，まち全体の耐震性向上による防

災性向上が困難であることが伺える． 

特に，密集市街地においては，地震により既存不適格

の木造住宅の倒壊により，火災発生し延焼する恐れがあ

り，狭あい道路の閉塞によって，住民の避難や消火・救

助活動ができない恐れがあるなど，密集市街地における

木造住宅の耐震化促進は喫緊の課題と言える． 

このような観点をふまえ，国においては，都市計画法

に基づく市街地整備事業，あるいは，防災街区整備促進

法に基づく防災街区整備地区計画を都市計画として定め

ることにより，密集市街地の面的・一体的な開発整備が

推進されているが，厳しい財政事情のなか，地方自治体

にとっては，莫大な費用負担が必要となる． 

以上のような状況では，行政おいて現行の耐震化促進

方策など防災性向上のための施策を継続しても，その効

果が不明瞭であること，また，行政の厳しい財政事情を

勘案し，方策を再評価する必要がある． 

一方，密集市街地の住民の立場に着目すれば，密集市

街地特有の問題として，住宅の接道が狭あいであり，法

令の制約により建替えができない場合があること，長屋

型式の住宅が多く単独での建替え・改修が困難であるほ

か，住民の所得の問題があり，費用のかかる耐震改修が

困難であることなどが，耐震化が促進されない要因であ

ることが考えられる． 

 

(2)  既往の研究  

住宅の耐震化促進に関する既往の研究の時期としては，

阪神・淡路大震災の後から 2006 年の耐震改修促進法が

改正され，自治体において，本格的に耐震改修促進計画

が策定されたり，補助制度が創設されるまでが大多数を

占める． 

ソフト面では，一般市民を対象としたアンケート調査

により，意識を把握し，耐震化が進まない要因，地震対

策行動の誘因を分析するもの，自治体の補助制度導入等

を提案するものなどがある.  

目黒ら 10），11)は，既往の研究を分析するとともに，ア

ンケート調査を実施し，住宅の安全性や継承に関する意

識，耐震診断や耐震補強の実施・判断理由について回答

を得て，これらの結果を家族構成・経済的状況・住宅の

状態などの観点から分析している．その結果として，近

所の人の影響，補強コスト低減に関する情報提供が耐震

補強への誘因として強く働くこと，また，高額な補強費

用，工事依頼先への信頼不足，建築技術の情報提供不足

の３つに大別される阻害要因が卓越していることを挙げ

るとともに，多世帯での耐震診断・補強を誘発する制度

の導入，耐震診断から改修計画立案・業者選定・工法・

コスト妥当性・改修後の保守などの総合支援の実施を提

案している． 

制度に関連する研究として，村山 12）らが，中古住宅

売買・賃貸時の説明責任制度，耐震改修補助制度，生命

保険・損害保険耐震性割引制度，中古住宅耐震性価格査

定制度，減災耐震改修促進制度，地震倒壊危険建築物利

用制限制度の６つを抽出し，促進されない原因の仮説と

して，地震で自分の建築物が倒壊し死亡するなどと考え

ていないこと，コスト面では，耐震診断費用が高いこと

などと設定し，インターネットアンケート調査による原

因考察や公的助成など新たな制度的対策の考案等を実施

しているほか，地震保険と自治体補助制度等をリンクさ

せて単純明快な体系に改善させることを提唱するもの
13）がある． 

以上のほか，耐震診断（簡易耐震診断，一般診断）に

要する日数を比較・検証し，促進されない原因を究明す

るもの 14），密集市街地における地域力を活かし，地元

住民，民間業者，行政及び専門家が協働して，耐震化普

及啓発活動を行う取組み事例 15）がある． 

ハード面の研究については，改修方法に関する実験な

どの技術的検討，簡易で低廉な補強方法・工法の提案や

事例などがある 16）～18）． 

 しかし，住宅の耐震化については，密集市街地の住宅

の改修に有効と考えられる簡易な工法について，商品の

宣伝活動を主眼とした一部建築事業者による視点ではな

く，建築事業者における一般的な視点での評価・研究が

行われていない． 

 また，密集市街地における研究として，山本ら 19），20)

が，東京都墨田区京島地区を対象に，路地（狭あい道

路）の幅員などの実態把握をするとともに，道路幅員や

セットバックに関する住民意識を調査した事例があるほ

か，佐藤ら 19）が，大分県別府市及び大分市を対象に，

路地空間の状況を把握し，老朽化の解消，防災面の向上
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を図ることができる方策の一つとして，建築基準法第

42 条第 2 項及び第 3 項の適用による路地空間の保存・

維持の可能性を探った事例がある． 

しかし，狭あい道路が，住民の耐震化意向への影響に

関する研究が行われておらず，また，セットバックにつ

いて，具体的な道路幅員と住民意識との関連を探った研

究が行われていない． 

 

 

２. 研究の位置づけと目的 

  

 既往の研究では，幅広く，様々な角度からの検討・検

証が行われ，耐震化の誘因や阻害要因も明らかにされ，

アンケート調査結果により個人属性ごとの意識も分析さ

れているが，提案される制度等は，行政施策に反映する

ものとして示される傾向にある． 

 しかし，１(1)で述べたとおり，行政施策だけでは，

まちの防災性向上に大きな進展がみられないと考えられ

る．また，１(2)で述べたとおり，建築事業者が住宅の

耐震化に関し，一般的にどのような認識をもっているの

か，また，密集市街地の住民の視点から，狭あい道路が

耐震化意向に影響しているのかが明らかになっていない． 

そこで，本研究では，密集市街地において，大地震時

の減災ための最も基本となる，建替え，改修を含めた住

宅の耐震性向上による防災性向上を図ることに着目し，

それにつなげるための基礎的研究と位置づけて，建築事

業者を対象としたアンケート調査及び密集市街地の居住

者である一般市民を対象としたアンケート調査を行い，

次の事項を明らかにすることにより，密集市街地におけ

る耐震化の促進につながる方策の方向性を見いだすこと

を目的とする． 

① 建築事業者における住宅の耐震化に関する認識及
び簡易な耐震補強方法に関する賛否を把握する． 

② 住民の住宅の耐震化意向における住宅前面の接道
状況の影響について把握する． 

③ 住宅前面の接道状況を考慮した建替え方策を提案
し，住民による評価を得る． 

 

 

３. 建築事業者を対象としたアンケート調査 

 

(1) 調査の概要 

本研究では，工務店など住宅等の設計・施工を業務と

している石川県内の建築事業者を対象にアンケート調査

を実施した．なお, 建築事業者の選定にあたっては,後

述の「住民を対象としたアンケート調査」を金沢市内で

実施することにあわせ，金沢市内での業務に携わる可能

性があることを考慮した． 

１(2)で述べたとおり，既往の研究 10），11)において，

「補強コスト低減に関する情報提供が耐震補強への誘因

として強く働くこと，高額な補強費用，工事依頼先への

信頼不足，建築技術の情報提供不足の３つに大別される

阻害要因が卓越していること」と抽出されている． 

これらをふまえ，この調査においては，技術面につい

ては，コスト低減の可能性の視点から，耐震補強の程度

に対する意見を求めるとともに，建築主の金銭的な負担

感，工事に対する抵抗感を軽減するため採用されつつあ

る，補強の程度を軽微にする方法や低価格で簡易な補強

方法に対する賛否を尋ねた． 

 

(2) 調査票の配付・回収状況 

調査表の配付，回収状況は，次のとおりである． 

①期間 

2010年11月29日～12月13日        

②配付・回収方法 

郵送による． 

③配付・回収数 

配布数：100票 

回収数：24票 

回収率：24％ 

④調査内容の要旨 

・資本金，従業員数，建築士等の有資格者数 

・確保すべき上部構造評点に対する考え方 

・補強の程度を軽微にする方法に対する賛否 

・低価格で簡易な補強方法に対する賛否 

   

(3) 建築事業者の概要 

アンケートに協力してくれた建築事業者の事業規模を

示す資本金，従業員数，有資格者の延べ人数は，表-3

のとおりである．なお，表-3 を掲げたのは，調査対象

が，全国展開をしている大手企業ではなく，住民に身近

な工務店など中小企業であり，かつ，有資格者による判

断のもとアンケートの回答があったことを示すためであ

る． 

 

(4) 調査結果 

a) 確保すべき耐震性能に関する意見 

建築事業者の「確保すべき上部構造評点」22）に対す

る考え方を表-4に示す． 

「倒壊しない」耐震性能の「1.5 以上」が 35％，「一

応倒壊しない」耐震性能の「1.0 以上 1.5未満」が 65％

であった.  
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表-3 建築事業者の概要 

 資本金 従業員数 有資格者数（延べ人数） 

 （万円） （人） 一級建

築士 

二級建

築士 

木造建

築士 

その他 

Ａ 3800 8 4 2 0 0 

Ｂ 2000 19 3 2 0 0 

Ｃ 8500 21 2 1 0 1 

Ｄ 3000 17 2 2 0 0 

Ｅ 2500 10 5 1 0 0 

Ｆ 2000 17 2 4 0 0 

Ｇ 4500 23 9 5 0 0 

Ｈ － － 1 2 0 0 

Ｉ 2000 27 1 5 0 0 

Ｊ 2400 20 3 8 1 0 

Ｋ 2000 23 6 1 0 0 

Ｌ 3200 10 3 3 0 0 

Ｍ 3330 6 1 4 0 0 

Ｎ 2000 40 1 2 0 0 

Ｏ 4800 17 1 7 0 9 

Ｐ 4600 21 1 1 0 5 

Ｑ 3000 38 9 7 0 0 

Ｒ 21900 78 13 15 0 0 

Ｓ 2000 39 0 2 0 7 

Ｔ 4000 13 2 9 0 10 

Ｕ 2000 51 2 0 0 0 

Ｖ 2500 30 1 3 0 0 

Ｗ 2000 6 0 4 0 0 

Ｘ 3500 28 6 7 0 21 

注）「その他」は，一級・二級の建築施工管理技士，土木施

工管理技士である． 

 

表-4 「確保すべき上部構造評点」に対する考え方 

賛否 回答数 割合 

1.5以上 7 35.0％ 

1.0以上1.5未満 13 65.0％ 

その他 0 0％ 

計 20 100％ 

[参考] 木造住宅の耐震診断では，一般診断法に用いられる

上部構造評点が耐震性能の目安として用いられることが多

い. 

1.5以上は「倒壊しない」 

1.0以上1.5未満は「一応倒壊しない」 

0.7以上1.0未満は「倒壊する可能性がある」 

0.7未満は「倒壊する可能性が高い」 

 

b) 簡易な耐震改修・補強方法に関する評価 16）～18) 

一般住民における耐震補強に対する金銭的な抵抗感や

工事への抵抗感を軽減することが期待できるとともに，

工事等の制約条件が厳しい場合に有効であると提唱され

ている木造住宅に関する「補強の程度を軽微にする方

法」を大きく４パターンに整理し，建築事業者に尋ねた． 

 

①� １階のみ補強する方法 
「１階のみ補強する方法」に対する賛否について表-5

に示す． 

「賛成」，「条件次第で賛成」をあわせ，80％を超え

た．「条件次第で賛成」の条件として，「屋根の重みで

２階も破壊するおそれがあり，建物形状による」などが

挙げられた．一方，反対の理由として，「建物全体で性

能を考えるべき」などが挙げられた． 

 

表-5 「１階のみ補強する方法」に対する賛否 

 賛否 回答数 割合 

賛成 13 61.9％ 

条件次第で賛成 5 23.8％ 

反対 3 14.3％ 

計 21 100％ 

 

②  １室のみ補強する方法 

「１室のみ補強する方法」に対する賛否について，表

-6 に示す．「賛成」，「条件次第で賛成」をあわせ，

50％を超えたが，「反対」も 40％を超えた．反対の理

由としては，構造のバランスが悪くなること，必ずしも

その部屋に居ないと考えられることなどが挙げられた． 

 

表-6 「１室のみ補強する方法」に対する賛否 

賛否 回答数 割合 

賛成 10 47.6％ 

条件次第で賛成 2 9.5％ 

反対 9 42.9％ 

計 21 100％ 

 

③  外装の上から金属ブレースなど接合金属で補強する 

  方法 

 「外装の上から金属ブレースなど接合金属で補強する

方法」に対する賛否について，表-7に示す．  

 

表-7 「外装の上から金属ﾌ゙ ﾚ ｽーなど接合金属で補強する方 

法」に対する賛否 

賛否 回答数 割合 

賛成 8 40.0％ 

条件次第で賛成 4 20.0％ 

反対 8 40.0％ 

計 20 100％ 

 

「賛成」，「条件次第で賛成」をあわせ 60％であっ

た．「条件次第で賛成」の条件として，外観が悪くなる

ので建築主の理解が必要などが挙げられた．また，「反
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対」は 40％にものぼった．反対の理由として，外観の

問題，外壁の耐用年数が短く問題が生じる可能性がある

ことなどが挙げられた． 

 

④ ポリエステル系ベルト等で補強する方法 

 柱・梁・筋かいなど接合部を「ポリエステル系ベルト

等で補強する方法」への賛否について，表-8 に示す．

「賛成」，「条件次第で賛成」をあわせ 60％を超えた．

「条件次第で賛成」の条件として，接着などの「性能保

証」などが挙げられた．また，「反対」は 40％近くに

のぼった．反対の理由として，接着などの信用性，安全

性に課題があることなどが挙げられた． 

 

表-8 「ポリエステル系ベルト等で補強する方法」に対する 

賛否 

賛否 回答数 割合 

賛成 9 42.9％ 

条件次第で賛成 4 19.0％ 

反対 8 38.1％ 

 

 (5) まとめ 

以上を総括すると，次のとおりである． 

①全社が「一応倒壊しない」耐震性能である上部構造

評点1.0以上を確保すべきだと考えられている． 

②簡易な耐震改修・補強方法については，建物全体と

しての性能評価が必要であることや外観に問題が

あることが指摘されている． 

以上より，建築事業者においては，自治体において耐

震化を促進させるため補助金の適用を認めている，コス

ト低減につながるような上部構造評点の 1.0未満への低

減や簡易な耐震改修・補強方法の適用などよりも，建物

全体を評価した上での安全性の確保を図るべきであると

考えられていることがうかがえる． 

 

 

４．住民を対象としたアンケート調査 

 

(1) 調査の概要 

本研究では，一般住民の住宅の耐震化に関する意識を

把握し分析するため，住宅の耐震性向上等に関するアン

ケート調査を実施した．なお，既往の研究では，国にお

いて地震発生の確率が高く，甚大な被害が想定されてい

る首都圏などを対象としている 10）～15）が，地方都市に関

する研究は乏しいことから,本研究における対象地区と

しては，戦禍を免れ，老朽木造住宅が数多く残っており，

まちなみ保全に取り組んでいる金沢市を選定した．さら

に，金沢市が「特別消防対策区域」に指定している密集

市街地の中から，人口密度や道路の狭小の程度を参考に，

図１に示す増泉１丁目，幸町，菊川２丁目，石引２丁目，

横山町・暁町，森山１丁目の６地区を選定した（図-1）．

ここで「特別消防対策区域」とは，「木造住宅が密集し

道路が狭く，消防車の通行が困難な区域」とされ，火災

延焼だけでなく，大地震時において，住宅の倒壊と道路

閉塞により，避難行動が困難になることが懸念される区

域のことである． 

 

                  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注）1～25は「特別消防対策区域」 

図-1 調査対象地区 

 

(2) 調査票の配付・回収状況 

調査表の配付，回収状況は，次のとおりである． 

①期間 

・配付期間：2010年12月4日～12日 

・回収期間：2010年12月11日～21日 

②配付・回収方法 

各世帯への訪問による． 

③配付・回収数 

配付数：640票 

回収数：450票 

回収率：70.3％ 

注）回収数 450 票のうち，アンケート調査表の質

問項目に対して十分な回答を記入している有

効回答数は439票であった． 

④調査内容の要旨 

  調査内容としては，既往の研究をふまえた項目を盛

調査対象地区 

１ 増泉１丁目 

５ 幸町 

６ 菊川２丁目 

９ 石引２丁目 

11横山町，暁町 

22 森山１丁目 

増泉1丁目 

幸町 

菊川 
２丁目 

石引 
２丁目 

横山町・暁町 

森山1丁目 



 

6 

 

り込むとともに，住民に対しては，耐震性向上のみを

目的とした改修よりも，日常生活の利便性・快適性の

向上を目的とした改修の際に，耐震性も向上させるこ

とを推奨したほうが高い効果が得られるのではないか

と仮定し，日常生活に関連する耐震性以外の住宅の改

善意向や自家用車の保有に関する項目も盛り込んだ． 

項目の骨子は，次のとおりである． 

・現在の建物（延床面積，構造等）の状況認識 

・現在の建物の所有権，建築年 

・いつから住んでいるか 

・居住意向（住み続けたいかどうか） 

・建物の耐震性向上の意向 

    耐震性向上の意向・向上の程度 

    耐震性向上に必要な自己資金に関する意識  

    耐震性向上以外の改善意向 

    建替え・改修の予定有無 

    自家用車の保有，駐車場の確保の状況 

            ・建替えにあたっての接道と住宅のセットバッ    

        クに関する方策に関する賛否 

  ・家族の属性 

家族構成，家族各々の性別・年齢・職業，世

帯年収 

⑤調査対象地区の人口等 

金沢市が公表している2010年 12月 1日現在の住民

基本台帳による調査対象地区の世帯数，人口及び 65

歳以上の人口比率を表-9に示す． 

 
表-9 調査対象地区の世帯数・人口 

 

65 歳以上の人口比率は，金沢市総数が 21％であるの

に対し，調査対象地区では，すべての町丁で 30％を超

えている． 

 

(3) 調査結果 

 本研究では，回答者の中から，木造住宅の所有者を抽

出し，耐震化の意向を中心とした分析を行った． 

 

a) 住宅の耐震性向上の意向 

 住宅の耐震性向上の意向に関する回答結果を表-10 に

示す．「向上させたい」が 56％，「向上させなくてよ

い」が44％であった． 

 

表-10 住宅の耐震性向上の意向 

意向 回答数 割合 

向上させたい 186 56.0% 

向上させなくてよい 146 44.0% 

合計 332 100% 

 

b) 接道の幅員の耐震性向上意向への影響 

次に，住宅の耐震性向上の意向への影響について，ア

ンケート結果より項目を抽出し，クラメール連関係数を

算出して分析した 23）．その結果を表-11に示す． 

なお，接道の幅員については，建築基準法第 42 条の

第1項，第2項及び第3項の規定を考慮し，調査員が調

査票を配付する際，各戸の接道の幅員が，「1.8 ｍ未

満」，「1.8 ｍ以上 2.7 ｍ未満」，「2.7 ｍ以上４ｍ未

満」，「４ｍ以上」のいずれにあたるかを測定した． 

 

表-11 住宅の耐震性向上の意向とアンケート項目のクラメー 

ル連関係数 

項目（問い） ｸﾗﾒー ﾙ連関係数 順位 

敷地面積 0.123653  6 

いつから住んでいるか 0.027783  13 

居住意向 0.124220  5 

建築年 0.127891  4 

自家用車有無 0.168538  2 

駐車場の場所 0.034088  12 

駐車場の意向 0.101416  9 

家族の人数 0.119930  7 

主な働き手性別 0.097003  10 

主な働き手年齢 0.132377  3 

主な働き手職業 0.110052  8 

世帯の年収 0.247601  1 

建物の形態 

（住居専用，店舗・作業所併用） 
0.020422  15 

建て方（戸建て，長屋） 0.025583  14 

接道の幅員 0.049974  11 

 

表-12 接道の幅員と耐震性向上意向の関係 

耐震化 

意向 

接道の幅員 

合計 1.8m 

未満 

1.8m～2.7m

未満 

2.7m～4m

未満 

4m 

以上 

向上させた

い 

11 74 67 34 186 

61.1% 54.8% 54.9% 60.7% 56.2% 

向上させなく

てよい 

7 61 55 22 145 

38.9% 45.2% 45.1% 39.3% 43.8% 

合計 
18 135 122 56 331 

100% 100% 100% 100% 100% 

カイ２乗値0.827 

 

また，住宅の改修に影響すると考えられる事項の一つ

である接道の幅員と耐震性向上意向の関係を表-12に示

す．有意水準0.05（P=5%値 7.815）としてカイ２乗検

統計区 

町丁名 
世帯数 人口 

性別 65歳以

上比率 男 女 

金沢市総数 188,346 445,959 214,951 231,008 21% 

増泉１丁目 581 1，073 478 595 33% 

幸町 591 1，163 536 627 33% 

菊川２丁目  490 1，037 473 564 32% 

石引２丁目 517 1，022 476 546 31% 

横山町 526 1，138 517 621 33% 

暁町 423 952 440 512 36% 

森山１丁目 405 870 400 470 38% 
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定を行った結果，有意な差はなかった． 

アンケートにおいては，「道が狭く，どうにかならな

いか」という旨の自由意見欄への記述もあったが，表-

11及び表-12より，全体として，接道の幅員は，住民の

耐震性向上の意向にはほとんど影響しないと考えられる． 

 

C) 建替えにあたっての接道と住宅のセットバックに関 

する方策に対する賛否 

次に，密集市街地において，住民の自主的な住宅の保

全を促進させるための方策を三つ提案し，賛否を尋ねた．  

 

①� 方策１ 
セットバックしても延床面積が減少しない方策として，

「建替えの際，通常は建物を道路の中心線から２ｍ後

退しなければならないのですが，さらに 0.5m 後退する

と，敷地面積は今までより減少しますが，３階建てが

建築可能となります．」（図-2）と示し，この方策に

対する賛否を尋ねた．その結果を表-13に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 方策１「道路中心から2.5ｍセットバックし 

３階建ての建替えを可能とする方策」 

 

表-13 方策１に対する賛否 

 耐震

化意向 
賛成 

やや 

賛成 

とちらで

もない 

やや 

反対 
反対 合計 

向上さ

せたい 

16 34 85 20 19 174 

9.2% 19.5% 48.9% 11.5% 10.9% 100% 

53.3% 69.4% 50.9% 80.0% 52.8% 56.7% 

向上さ

せなくて

よい 

14 15 82 5 17 133 

10.5% 11.3% 61.7% 3.8% 12.8% 100% 

46.7% 30.6% 49.1% 20.0% 47.2% 43.3% 

合計 

30 49 167 25 36 307 

9.8% 16.0% 54.4% 8.1% 11.7% 100% 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 

上段：回答数，中段：行ごとの割合，下段：列ごとの割合 

カイ２乗値11.393 

 

有意水準 0.05（P=5%値 9.488）としてカイ２乗検定

を行った結果，有意な差があった．これは，「やや反

対」の人のうち，耐震性を「向上させたい」人が 80％

であることが影響しているのではないかと考えられる． 

 

②� 方策２ 
京都などで町並み保全の観点から，建築基準法第 42

条第 3項の規定により，セットバックを 1.35mまで緩和

している事例を捉え，「通常建替えの場合，道路の中心

線から２ｍの後退が必要ですが，歴史的まちなみ保全の

必要がある場合，1.35 ｍの後退で建替えが可能です．

これにより敷地面積の確保やまちなみ保全が可能ですが，

自動車通行が制約され緊急車両の通行が困難になり，火

災延焼等の危険性が高くなるおそれがあります．」（図

-3）と示し，この方策に対する賛否を尋ねた．その結果

を表-14に示す．有意水準0.05（P=5%値 9.488）として

カイ２乗検定を行った結果，有意な差はなかった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 方策２「道路中心から1.35ｍセットバックし 

敷地面積確保とまちなみ保全を可能とする方策」 

 

表-14 方策２に対する賛否 

 耐震

化意向 
賛成 

やや 

賛成 

とちらで

もない 

やや 

反対 
反対 合計 

向上さ

せたい 

6 30 80 33 24 173 

3.5% 17.3% 46.2% 19.1% 13.9% 100% 

54.5% 68.2% 52.6% 66.0% 50.0% 56.7% 

向上さ

せなくて

よい 

5 14 72 17 24 132 

3.8% 10.6% 54.5% 12.9% 18.2% 100% 

45.5% 31.8% 47.4% 34.0% 50.0% 43.3% 

合計 

11 44 152 50 48 305 

3.6% 14.4% 49.8% 16.4% 15.7% 100% 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 

上段：回答数，中段：行ごとの割合，下段：列ごとの割合 

カイ２乗値6.048 

 

③� 方策３ 
建築基準法第 42 条第 2 項の規定により，接道が狭あ

いで，建替えできない場合もあることを考慮し，「隣接

する敷地とご自身の敷地を合わせて一つの敷地とみなし，

これまで建替えができなかった敷地においても，建替え

が可能となります．」（図-4）と示し，この方策に対す

る賛否を尋ねた．その結果を表-15 に示す．有意水準

0.05（P=5%値 9.488）としてカイ２乗検定を行った結

果，有意な差はなかった． 

 

 

通常よりも多く後退 

 (2.5ｍ後退) 

５ｍ 

敷
地
面
積
は
通
常
よ
り
減

少
す
る
が
３
階
部
分
は
後

退
し
な
く
て
よ
い 

 

通常よりも少なく後退 

(1.35ｍ後退) 

緊急車両の

通行困難や

災害時の危

険性が高く

なる 

2.7ｍ 
以上 

敷地面積の

確保ができ

る 
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図-4 方策３「接道が狭あいでも建替え可能とする方策」 

 

表-15 方策３に対する賛否 

 耐震

化意向 
賛成 

やや 

賛成 

とちらで

もない 

やや 

反対 
反対 合計 

向上さ

せたい 

14 34 104 10 10 172 

8.1% 19.8% 60.5% 5.8% 5.8% 100% 

48.3% 64.2% 54.7% 66.7% 52.6% 56.2% 

向上さ

せなくて

よい 

15 19 86 5 9 134 

11.2% 14.2% 64.2% 3.7% 6.7% 100% 

51.7% 35.8% 45.3% 33.3% 47.4% 43.8% 

合計 

29 53 190 15 19 306 

9.5% 17.3% 62.1% 4.9% 6.2% 100% 

100% 100% 100% 100% 100% 100% 

上段：回答数，中段：行ごとの割合，下段：列ごとの割合 

カイ２乗値3.032 

 

 

５．研究の結論と今後の課題 

 

(1)研究の結論 

本研究では，工務店など住宅等の設計・施工を業務と

している建築事業者を対象とした，既存木造住宅の耐震

化に関する認識及び耐震化の促進につながる可能性のあ

る簡易な耐震補強方法に関するアンケート調査を行うと

ともに，金沢市内の密集市街地の住民を対象とした住宅

の耐震性向上等に関するアンケート調査を行い，住宅の

耐震化意向における住宅前面の接道状況の影響の把握，

住宅前面の接道状況を考慮した建替え方策を提案し，住

民の賛否による評価を得た． 

その結果，建築事業者においては，簡易な耐震補強方

法により耐震化促進を図るよりも，建物全体を評価し安

全性の確保を図るべきだという安全側の考えであること

がわかった．  

また，密集市街地の住民においては，狭あいな接道の

状況が，耐震化意向にはほとんど影響しないことがわか

った．また，建替えにあたってのセットバックに対して

は，方策１に対しては，耐震性を「向上させたい」人の

「やや反対」の意見が影響していると考えられる有意な

差があったものの，全体としては，「どちらでもない」

が約半数を占め，「賛成」「やや賛成」と「やや反対」

「反対」はほぼ二分した．この要因として，住民が建築

基準法の規定を十分には理解していない可能性があるこ

と，あるいは，住環境は良くしたいものの，敷地面積が

減少することから，セットバックには抵抗があることな

どが推察される．  

 

(2) 今後の課題 

本研究においては，住民の自主的な耐震化促進による

密集市街地の防災性向上の可能性を探ったが，住宅の耐

震化を促進させるためには，国を含めた行政全体と建築

業界全体との間で研究・議論を行い，認識を共有し、推

進すべき最低限の耐震性能や耐震補強方法，接道の条件

について，町並み保全以外にも，密集市街地の防災性向

上をめざした法令の取扱いなど，踏み込んだ一定の取り

決めが必要ではないかと考えられる． 

さらには，その取り決めについて，広く市民にわかり

やすく啓発していく必要があると考えられる．  
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EVALUATIONS BY QUESTIONNAIRES ABOUT SIMPLE METHODS 

OF SEISMIC STRENGTHENING AND SETBACK OF HOUSES 
 

Norio MIZUNO and Masakatsu MIYAJIMA 
 

   Law on promotion of renovation for earthquake-resistant structures was revised in 2006. Since then 
administrative agencies have been promoting seismic diagnosis and retrofit of houses. But citizens living 
in densely buit-up areas cannot rebuild their houses because of their economic reasons and Building 
Standards Act reglations. Therefore, we conducted questionnaire surveys of construction companies 
located in Ishikawa Prefecture and citizens living in Kanazawa City. The results of surveys show that 
many construction companies are not in favor of simple method of seismic retrofit, and that width of  
roads  hardly  influence  the  citizens’  consciousness  to  renovation  for  earthquake-resistant  structures. 


